
令和 4年度 事 業 報 告 書
令和4年 4月 1日 から令和 5年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 すばる会

1 事業の成果

(1)特定非営利活動に係る事業
就労継続支援事業では、コロナ渦の中感染予防に努めながら、利用者の生活と健康維持のため昼食提供を続けてき
所内で活動する人数を制限しての作業であったが順調に下請け作業を受注しコロナ渦以前の状況に戻していった。
おいては従事する利用者の高齢化もあり所外での清掃に従事できる人に偏りが出てきた。そのため室内で

る新規事業を開拓したが作業工程が厳しく一年契約で終了した。長年続けてきた屋外清掃作業についても契約を
ることにした。自主製品のクッキーも地域での販売を再開したり、注文を受ける形で販売を行い前年を上回る売り
となった。
共同生活援助事業では、期限を迎える入居者が続き、それぞれの望む暮らしに結びつくように、物件探し、引っ
し、新居での生活が安心して始められるよう支援をしてきた。新規の入居者について、支援計画を作成し、一人暮ら
向けてのイメージ作りをし充実した暮らしが出来ていくように支援を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【134,439】 千円)

の

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

障害者総合支援
法に基づく障害
福祉サービス事
業

障害者を対象としたグルー

プホームの運営
(介護サービス包括型)

通年

中野区野方
ホーム・サラダ
中野区大和町
大和荘
中野区若宮
若官荘

5

東京都内
中野区近隣
障害者
15名 120,697

13,742

障害者総合支援
法に基づく障害
福祉サービス事
業

就労継続支援 B型事業所
巨営

通年

中野区若宮

すばるカンパニー
8

東京都内
中野区近隣
障害者
50名

目的を同じくす
る地域団体との
交流・連携事業

実施しなかった

障害者の自立支
援のための相談
事業

地域社会において特に単身
生活者の自立を促進するた
めに住居及び日常生活の本E
談やアドバイスを行う

随時

すばるカンパニー
ホーム・サラダ
大和荘
若宮荘
法人本部

5
中野区内
障害者とその

家族 0

事業名 事業内容 実施日時 実施場所 従業者の人数 事業費金額

/r、
ヽ乙

不動産貸付事業 実施 しなかった



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 4年度 活動計算書 (その他事業が上五場合 )
事 業 報 告 用

菫峯1イ立 :F

科 目 合計

受取寄附金

114,135,

受取国庫補助金 81,523,

4,981,

障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス事業収益 4,981,

受取利息

就労支援 (工賃収入 )

受入研修費収入

13,742,

26,

給料手当

法定福利費

72,626,1

11,753,334

43,873,

役務費

光熱水費

旅費

受注開拓

健康管理費

消耗品費

備品費

印刷製本費

修繕費

家賃

車両関係費

総合補償制度

利用者交通費

利用者給食費

研修費

行事費

事務手数料

教育指導費

就労支援 (支払工賃 )

就労経費

賃借料

利用者自己負担助成分

支払手数料

税理士法人報酬

法律顧間料

保険料

議会費

租税公課 (事業 )

第二者評価受審料

防火設備点検費

防災用品

減価償却費 (事業 )

寄付金

959,3301

1,274,4421

97,8701

25,000

306,519

821,368

455,640

30

200,160

19,698,000

342,627

214,0001

1,298,780

0

150,080.

1,172,591i

55,0001

3,010,0001

9,715,925

1,887,946

175,824

334,881

16,739

66,000

181,338

22,580

96,200

122,500

0

125,

102,

932,

0

1

役員報酬

給料手当

退職給付費用

役務費

消耗品費

印刷・製本費

旅費

交際費



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和4年度年度 貸借対照表

令和 5年 3月 31日 現在
特定非営利活動法人すばる会

卑Lイ立 :円

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

建物付属設備

什器 備品
一括償却資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

保証金

車両リサイクル預託金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

短期借入金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
預かり敷金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

109,074,345

16,951,819

126,026,164

3,383,746

1,035,

000

123,131,569

4,538,716

910

1,739,625

355,065

387,504

758,791

374,636

1,875,996

1,500,000

7,750

1,507,750

1,035,625

0

704,000

127,670,285

129,409,910



書式第 16号 (法第 28条関係 )

令和 4年度  計算書類の注記

1重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日
協議会)に よっています。
・ )棚卸資産の評価基準及び評価方法

特 壼非 営禾|1活動 法 すばる会

2011年 11月 20日 一部改正 PO法人会計基準

(2)固定資産の減価償却の方法
建物附属設備の減価償却は定額法によっています。
車両運搬具及び什器備品の減価償却は定率法によつています。
(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

引当金
(1)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
(5,消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2事業別損益の状況

科 目
すはる
カンパニー

六 ッ星
就労又援
(工賃 )

不動産貸付
事業

事業部門計 管理部門 合計

200,000
38,178,771
4,624,783
12_517 13_743.147

589,000
114,135,554
4,981,623
14_350_630

77.297.589 43.016.071 13.743.147 134.056.807 384.022 134.440.829

46,476,070
7,372,211

26,150,104
3,949,123
401,880
144_000

72,626,174
11,321,334
1,481,040
432_000

72,626,174
11,321,334
1,481,040
43,_000

55.215.441 30.645.107 85.860.548 85.860_548

287,505
840,378
66,210
25,000
243,856
677,854
245,560
0

144,580
804,391
55,000
3,000,000

0

0

175,824
686,772
334,881
22580
96,200
22,600
0

102,358
0

0

16739

66,000
181,338
0

11、 560

671,825
434,064
31,660
0

62,663
143,514
210,080
30

200,160
14,178,000

0

0

0

0

5,500
368,200
0

10,000
0

0

0

245,761
0

0

0

0

125,400

959,330
1,274,442
97,870
25,000
306,519
821,368
455,640

3,010,000
9,715,925
1,887,946
175,824
932,533
334,881
22,580
96,200
122,500

12,606
0

56,000
0

0

43,000
0

2,820
0

0

0

0

0

0

0

0

971,936
1,274,442
153,870
25,000
306,519
864,368
455,640
2,850
200,160
19,698,000
342,627
214,000
1,298,780

0

150,080
1,172,591
55,000
3,010,000
9,715,925
1,887,946
175,824
966,451
334,881
22,580
96,200
122,500
125,400
102,358
20,000
0

16,739
66,000
181,338
0

11_560

15.482.593 16.686.857 11.703.771 43.873.221 168.344 44.041.565
70.698.034 47.331.964 11.703.771 168.344 129.902.113

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
。'人件費
給   料

(2)その他経費

消耗品費
備品費
印刷製本費
修繕費
家賃
車両関係費
総合補償制度
利用者交通費
利用者給食費
研修費
行事費
事務手数料
教育指導費
就労支援 (支払工賃)
就労支援 (経費)

利用者自己負担助成分
保険料
諸会費
租税公課 (事業)
防災設備点検費
防災用品
交際費
第二者評価受審費
支払い手数料
税理士法人報酬
法律顧問料
寄付金
雑費
その他経費計
経常費用計
当期経常増減額

役務費
光熱水費
旅費

受注開拓費
健康管理費

賃借料
減価償却費

費
費
金

利
　
　
計

福
勤
職
費

定
　
　
件

法

通
退
人

6.599.555 ▽4.315.89 2.039.376 4.323.038 215.678 4.538、 716



内 容 金 額 算 字 方 法

3施設の提供等の物的サービスの受入の内訪

4使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5固定資産の増減内訳

6借入金の増減内訳

7役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8そ
の他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

。 事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況

内 容 備 考期 茉 残 高  !
500,000
50,000

O1     550.000 550.000合計

東京都共同募金会
地域活動助成金

浦 ノ」,科 日 取 得

648,000
2,144,110
829,301
1,280,646

1,500,000
7_710

538,761
171,050

648,000
2,144,110
1,368,062
1,451,696

260,496
1,789,045
609,271
1,077,060

387,504
355,065
758,791
374,636

3_383_7466.409.807 709.811 5.611.868   3.735.871

有形固定資産
建物附属設備
車両運搬具
什器備品
一括償却資産
投資その他の資産
保証金
車両リサイクル預託金

合計

当 E隔反落科 目 当期 借 入

0

合計

科 目
計算書類に
諄トト六ねカ

内役員及び
折却者 ルの

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

(活動計算書 )



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 4 年度 財産目録
事 業 報 告 用

109,074,345

く障害福祉サービス事業未収金

現金預金
現金
三菱UFJ銀 行普通預金
西京信用金庫普通預金

仮払金
仮払金

47,079
1,276,885i

to?, ?50, 381 I

758,791

洗濯機
耕運機

建 物 付 属設 備

車両運搬具
車両運搬具

什器備品
パソコン
ガスコンロ

冷蔵庫
ドラム式洗濯機
一括償却資産
エアコン

水栓
物置
ガスコンロ
パソコン

調理台

0
0.
0i

99, 414 i

35, 000 i

34, 668 r

91,520i
1 14, 034

借地権

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

1,500,

1,500,0001

7,750

7,750

すばるカンパニー

車両リサイクル預託金

すばるカンパニー

【A】 資 産 合 計 ①+② 129,409,91

未払金
3月 分 就労支援 支払い工賃
3月 分 通所費 (すばるカンパニー)
地方公共団体補助金 足立区への返金分

1,035,625

預 ワ笠

源泉徴収税

704,000
1      704,預り敷金

六ッ星

退職給付引当全
職員

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 1,739,

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 12,760,



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特 宇」L営禾ll活動 法 人  す る会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

国以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
回各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1

⌒

Rす1・ 監事
セキタ ヒロシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日関田 博

2
⌒

で:せ,・監事
=,/\tyr4 a 令和4年 4月 1日

令和4年 6月 21日

年  月  日

年  月  日小林 桂子

3
/ヽ
じ |・
監事
ワカツキイフオ 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年 月

月

日

日年若槻 磐雄

4
⌒

(ラ
)・監事

オカモ トタカヒロ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日岡本 隆寛

5
⌒

klフ
・監事

)t V *!<f = 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日川岸 真知子

6
ヘ

理事。け
イシザカワタル 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日石坂 龍史

7
ハ

理事・u
ツツミヒデアキ 令和4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年  月  日堤 英明

8
/｀、

(理事
ヽノ
監事

タニグチタカノリ 令和4年 6月 21日

令和 5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日谷口 貴紀

9 理事 。監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

10 理事 。監事
年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人_二■塾:生金_______

氏   名

岡本 隆寛

2
小林 桂子

3 関
田 博

4 若槻 磐雄

5
川岸 真知子

6 石坂 龍史

7 佐野 禎子

8 近藤 辰哉

9
谷口 貴紀

10
横山 奈美

11
小野寺 樹

12


